
介護保険サービスの⾃⼰負担額 
簡単まとめ

※当資料に従うことで、法令違反がないことを保証する資料ではありません。
※あくまで参考としてご活⽤いただくことを想定している資料です。実際の制度内容は国の資料等をご確認ください。
※当資料は、2025年５⽉時点の内容となっております。最新の情報は国の資料等をご確認ください。
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介護保険サービスを利⽤する際、介護保険で費⽤の⼀部が賄われます。⾃⼰負担の割合は、1割‧2割‧3割の3段階に分かれており、所得や世帯構成に
よって決定されます。

⾃⼰負担割合の⽬安

区分

⼀般所得者 1割

⾃⼰負担割合

年⾦収⼊等が低めの⾼齢者

適⽤条件（⽬安）

⼀定以上の所得者 2割
合計所得⾦額が年160万円以上かつ

年⾦収⼊とその他収⼊の合計額が280万円以上
（単⾝の場合）

現役並み所得者 3割
合計所得⾦額が年220万円以上かつ

年⾦収⼊とその他収⼊の合計額が340万円以上
（単⾝の場合）

※具体的な条件は、毎年⾒直しされることがあります。⼿元の「介護保険負担割合証」でご確認ください。

例えば、毎⽉20,000円分の介護サービスを利⽤する場合の⾃⼰負担額

1割負担：2,000円‧

3割負担：6,000円‧

2割負担：4,000円‧
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介護保険の⽀給限度額に注意！

介護保険には、要介護度ごとに上限（⽀給限度基準額）が設定されています。これを超えるサービス利⽤分は全額⾃⼰負担になります。

例）要介護3の上限：約27万円∕⽉ → これを超えて利⽤した分は100％⾃⼰負担。

要介護度

要⽀援 1 50,320円

上限（⽀給限度基準額）

要⽀援 2 105,310円

要介護 1 167,650円

要介護 2 197,050円

要介護 3 270,480円

要介護 4 309,380円

要介護 5 362,170円

*⽀給限度基準額は居宅介護サービスおよび地域密着型介護サービスの費⽤
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介護保険が使える主なサービス

介護保険で利⽤できるサービスは多岐にわたり、主に以下の3つに分類されます。

在宅介護サービス: ⾃宅で⽣活しながら利⽤するサービス（例：訪問介護、デイサービス）‧

‧施設⼊居サービス: 施設に⼊居して受ける介護サービス（例：特別養護⽼⼈ホーム、介護⽼⼈保健施設）

地域密着型サービス: 施設の所在地と同じ市町村に住む⼈が利⽤できるサービス（例：グループホーム、⼩規模多機能型居宅介護）‧

介護保険サービスの利⽤を検討する際は、お住まいの市区町村の窓⼝や地域包括⽀援センターに相談し、個別の状況に合った最適なサービスや、利⽤可能
な負担軽減制度について説明を受けることをお勧めします。


